
相槙原市ネー ミングライツ導入方針

1 趣 旨

この方針 は、相模原市の公 の施設等 に対す る命名権 (以 下「ネー ミングラ

イ ツJと い う。)の 適正な導入 によ り、新 たな財源 の確保及び市民サー ビス

の向上 を図 るた め、対象施設の命名権者 の募集 方法及び選定 について基本

的な事項 を定 め る。

2 ネー ミングライツの定義

スポ ンサー企業等 が、市の施設等 に愛称 として企業名 、商 品名等 を付す

こ とをい う。

※ 条例上 の施設名称 を変更す るものではない。

3 導入 に当た っての原則

(1)市 民サー ビスの向上につながるもので あること。

(2)名 称 を選定す る際は、公共性 を考慮す ること。

(3)ス ポンサー企業等、市民の双方がメリッ トを共有できること。

4 導入対象等

(1)導入対象施設等

文化施設、ネポニツ施設、貸館施設、イベ ン ト、事業な ど(以 下 「施設

等Jと い う:)、 以下の条件を満たす施設等の中か ら設置 目的及び利用状

況等 を考慮 し、対象 とする範囲を定める。

なお、ネー ミングライツの導入がふ さわ しくない施設等 (市 庁舎、学校

等)は 除 くもの とす る。

ア ネー ミングライツの導入 により、当該施設等の設置 目的の妨 げに

な らない こと。

イ 施設等の性格、利用者数の多 さ、メデ ィア等に取 り上げ られ る頻

度な どを考慮す ること。

(2)愛称 を付す ことができる施設等の制限

ネー ミングライツ・ スポンサーになろ うとす る企業等が、愛称 を付す

ことができる施設等の数は、次のとお りとする。

ア 施設の場合 は、市内の公共施設すべてにおいて、 1つ の企業等 に

つき、 2施設まで とす る。
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イ 実施日や実施期間が重複するイベントについては、いずれか１つ

のイベントのみ愛称を付すことができる。また、愛称を付すことが

できるイベントは、１つの企業等につき、年間最大３事業までとす

る。 

５ ネーミングライツ導入の手続 

（１）スポンサー企業等の募集手続 

市は、具体的な導入対象施設等を決定した場合は、個別の募集要項を

作成し、ホームページ等により募集を行う。 

なお、原則として、市民の利用に供する施設については、事前に意向

調査等を実施する。 

ネーミングライツの取得を希望する企業等は、所定の申込書に導入施

設等の名称、応募の趣旨、業務内容、希望名称案、希望金額、希望契約

期間等を記入の上、必要な資料を添付して応募する。 

（２）スポンサー企業等からの提案手続 

スポンサー企業等が提案をする場合は、所定の申込書に導入施設等の

名称、提案の趣旨、業務内容、希望名称案、希望金額、希望契約期間等

を記入し、必要な資料を添付することに加えて、スポンサー企業等なら

ではのノウハウ、アイデアを生かした施設等の魅力向上につながる提案

をすることができる。 

ただし、提案された導入希望施設等において、市が広くスポンサー企

業等の募集を行うことにより複数の応募が見込まれる場合(例：大規模で

知名度の高い施設など)は、審査の結果、市によるスポンサー企業等の募

集手続により募集を行う場合もある。 

（３）規制業種 

次に掲げる業種又は事業者は、応募及び提案ができないものとする。 

ア 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和 23 年法

律第 122 号)で、風俗営業と規定される業種 

イ 風俗営業類似の業種 

ウ 消費者金融 

エ たばこ 

オ ギャンブルに係るもの 
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カ 法律の定めのない医療類似行為を行う施設 

キ 占い、運勢判断に関するもの 

ク 政治性又は宗教性のある事業を行うもの 

ケ 債権取立て、示談引受けなどをうたったもの 

コ 特定商取引に関する法律(昭和 51 年法律第 57 号)により、連鎖販

売取引と規定される業種 

サ 民事再生法(平成 11 年法律第 225 号)及び会社更生法(平成 14 年法

律第 154 号)による再生・更生手続中の事業者 

シ 不当景品類及び不当表示防止法(昭和 37 年法律第 134 号)に違反し

ているもの 

ス 代表者等(役員及び経営に事実上参加している者)が暴力団員によ

る不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第 77 号)第２条に

掲げる暴力団の構成員等であるもの 

セ 相模原市競争入札参加資格者指名停止等措置要綱により、競争入

札の参加を制限されているもの 

ソ 法令等に基づく必要な許可等を受けることなく業を行うもの 

タ 各種法令に違反しているもの 

チ 行政機関からの行政指導を受け、改善がなされていないもの 

ツ 規制対象となっていない業種においても、社会問題を起こしてい

る業種や事業者 

６ スポンサー企業等の選定 

（１）選定委員会の設置 

   優先交渉権を付与する企業等を選定するための審査及びネーミングラ

イツの審査に関する事項の協議等を行うため、選定委員会を設置する。 

（２）ネーミングライツ選定委員会の組織等 

   選定委員会の組織等は、次のとおりとする。 

ア 選定委員会は、次の者をもって組織する。 

委 員 長 企画財政局長 

副委員長 企画部長 

委  員 総務部長 

委  員 渉外部長 
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委  員 財務部長 

委  員 市民局次長 

委  員 経済部長 

委  員 まちづくり計画部長 

イ 選定委員会の会議は、愛称を付す施設等を所管する部署の長から

の要請により委員長が招集する。 

ウ 委員長は、愛称を付す施設等を所管する部署の長等を出席させ、

その意見又は説明を求めることができる。 

エ 委員長は、審査に関し必要と認めるときは、その指名する者を臨

時委員として構成員に加えることができる。 

オ 会議は、委員の過半数の出席がなければ開催することができない。 

カ 愛称を付す施設等の所管部署に属する委員は、当該事案の審査に

参加することができない。 

キ 選定委員会の事務局は、企画政策課に置く。 

 （３）選定委員会による審査基準 

市は、選定委員会において、５(３)に掲げる基準のほか、以下の事項

について審査を行い、ネーミングライツの優先交渉権を付与する企業等

を総合的に判断し、選定するものとする。 

ア 経営状況 

イ 企業理念 

ウ 希望名称 

エ 金額・契約期間 

オ 市民サービスの向上・親しみやすさ 

カ その他、ネーミングライツ導入に必要な事項 

（４）選定委員会による付帯意見 

  選定委員会は、優先交渉権を付与した企業等が提案した愛称に対し、

意見を付することができる。 

７ スポンサー企業等との契約 

市と優先交渉権を有する企業等は、契約内容の詳細についての協議が整

った段階で契約内容を約定するために契約を締結する。なお、契約期間が

満了する前に、当該施設等についてネーミングライツを引き続き導入する
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こととしたときには、スポンサー企業等に次期のネーミングライツに関す

る優先交渉権を付与することができるものとする。 

８ 市の役割 

（１）ネーミングライツの導入時及び契約期間満了時に必要となる、ホー

ムページ、パンフレットの更新については市の費用負担により行うもの

とし、看板設置や道路標識類の架け替え等については、個別の募集要項

に定めるものとする。 

（２）愛称の導入に当たっては、市自ら積極的に使用し、関係者にその使

用を働きかけるものとする。 

（３）ネーミングライツ導入施設等の利用者数などを、スポンサー企業等

に報告するものとする。 

９ スポンサー企業等の役割 

市民や利用者に対し施設等の魅力向上や積極的なセールスに努めるもの

とする。 

10 契約の解除 

市は、スポンサー企業等の事情や瑕疵により、当該施設等の愛称の維持

が困難な場合には、契約を解除することができる。また、契約解除に伴う

原状回復に必要な費用は、スポンサー企業等が負担するものとする。 

11 秘密の保持 

応募及び提案の内容については、ネーミングライツ導入に関する目的以

外に使用しない。 

12 運営の委任 

この方針の運営に関し必要な事項は、別に定める。  

附 則  

この方針は、平成２２年８月１日から施行する。  

この方針は、平成２５年４月１日から施行する。  

この方針は、平成２５年１１月２９日から施行する。  

この方針は、平成２８年４月１日から施行する。  


